
別添１０ 指定申請書に記載した事業で、併せて提案した規制の特例措置等の適用を見込む事業

の一覧（参考資料） 

事業名 適用を見込む規制の特例措置等 
新たな 

提 案 

Ⅰ－（１） 

地域資源を活

用した審査体

制・治験環境の

充実 

 

 

 

 

・ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴ機能の整備（制度提案） 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置） 

・一定の条件をクリアしたものについて臨床試験で得られるデータを治

験段階で活用することを認める制度の構築（規制の特例措置） 

・治験・臨床研究に係る病床規制の特例（規制の特例措置） 

・国際共同治験で用いられるＩＣＨ－ＧＣＰの適用に向けた実証（制度

提案） 

・臨床試験からの系統だった治験実施体制整備への支援（治験センター

整備への支援）（財政上の支援措置） 

・医師主導型治験（希少疾病用医薬品等）の促進支援（財政上の支援措

置） 

・各省の科学研究事業等の拡充（財政上の支援措置） 

・ＰＭＤＡ出張所の設置による優先相談・審査の実施（規制の特例措置） 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

Ⅰ－（２） 

先端・先制医療

技術等に関す

る審査・評価プ

ラットフォー

ムの構築 

 

・ＰＭＤＡ出張所の設置による優先相談・審査の実施（規制の特例措置）

【再掲】 

・高度医療に関する権限移譲（規制の特例措置） 

・ヒト幹細胞を用いた臨床研究の実施にかかる手続の特例（規制の特例

措置） 

・福祉用具（ロボットを含む）の評価事業の実施（財政上の支援措置） 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 



Ⅰ－（３） 

放射光とシミ

ュレーション

技術を組み合

わせた革新的

な創薬開発の

実施 

・国立情報学研究所学術情報ネットワーク(SINET)の加入者資格の企業

への開放（規制の特例措置） 

・放射光施設の遠隔利用体制と関係規定の整備（規制の特例措置、財政

上の支援措置） 

・放射光施設（兵庫県ビームライン）の遠隔利用の整備（財政上の支援

措置） 

・放射光管理区域での業務従事者の安全基準緩和の特例措置（規制の特

例措置） 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置） 

・特許権の存続期限の延長及び特許料の減免に係る規制緩和（規制の特

例措置） 

・産業界専用のローカルアクセスポイントを神戸に設置（財政上の支援

措置） 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置） 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置） 

・京速コンピュータ「京」を活用した研究開発及び産業利用促進のため

の支援（その他の支援措置） 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

Ⅰ－（４） 

イメージング

技術を活用し

た創薬の高効

率化 

・分子イメージング研究の推進に関する支援（財政上の支援措置） 

・創薬・医療研究の産学官連携センターの整備（財政上の支援措置） 

・臨床研究等にかかる医薬品・医療機器の輸入に関する手続簡素化及び

ワンストップ相談窓口の創設（規制の特例措置・財政上の支援措置） 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・外国人経営者、研究者、技術者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置） 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置） 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置） 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 



融上の支援措置） 

 

 

Ⅰ－（５） 

SPring-8の兵

庫県ビームラ

インを活用し

た次世代省エ

ネ材料開発・評

価 

・国立情報学研究所学術情報ネットワーク(SINET)の加入者資格の企業

への開放（規制の特例措置）【再掲】 

・放射光施設の遠隔利用体制と関係規定の整備（規制の特例措置、財政

上の支援措置）【再掲】 

・放射光施設（兵庫県ビームライン）の遠隔利用の整備（財政上の支援

措置）【再掲】 

・放射光管理区域での業務従事者の安全基準緩和の特例措置（規制の特

例措置）【再掲】 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置） 

・特許権の存続期限の延長及び特許料の減免に係る規制緩和（規制の特

例措置）【再掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

Ⅰ－（６） 

バッテリー戦

略研究センタ

ー機能の整備 

・バッテリー関連の規格・標準化の構築（制度提案） 

・第三者認証制度の構築と認証機関としての位置づけ（制度提案） 

・近距離で２人以下の乗車を想定した自動車の種別の設定（制度提案） 

・「バッテリー戦略研究センター」への運営支援（財政上の支援措置） 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

Ⅰ－（７） 

スマートコミ

ュニティ・オー

プンイノベー

ションセンタ

ー機能の整備 

 

・国有財産法・国有財産特別措置法の特例（規制の特例措置） 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【後掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・創業後５年間の法人税の減免（税制上の支援措置） 

・創業後５年間に生じた欠損金の繰越控除期間（現行７年）の延長（５

年間の欠損金全額の控除）（税制上の支援措置） 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税額控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 



・研究・開発、技術実証に対する補助金・競争的資金による集中支援（財

政上の支援措置）【再掲】 

 

 

○ 

Ⅱ－（１） 

医薬品の研究

開発促進 

 

・ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴ機能の整備（制度提案）【再掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・企業が事業部などの一部門を独立させて設立した別会社に対する企業

からの投資に対する法人税の減税（税制上の支援措置） 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人研究者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置） 

・外国人高度人材の就労条件の緩和（規制の特例措置） 

・一定の条件をクリアしたものについて臨床試験で得られるデータを治

験段階で活用することを認める制度の構築（規制の特例措置）【再掲】 

・国際共同治験で用いられるＩＣＨ－ＧＣＰの適用に向けた実証（制度

提案）【再掲】 

・臨床試験からの系統だった治験実施体制整備への支援（治験センター

整備への支援）（財政上の支援措置）【再掲】 

・医師主導型治験（希少疾病用医薬品等）の促進支援（財政上の支援措

置）【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・臨床研究等にかかる医薬品・医療機器の輸入に関する手続簡素化及び

ワンストップ相談窓口の創設（規制の特例措置、財政上の支援措置） 

【再掲】 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 



・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】  

Ⅱ―（２） 

診断・治療機

器・医療介護ロ

ボットの開発

促進 

・ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴ機能の整備（制度提案）【再掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・企業が事業部などの一部門を独立させて設立した別会社に対する企業

からの投資に対する法人税の減税（税制上の支援措置）【再掲】 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人研究者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人高度人材の就労条件の緩和（規制の特例措置）【再掲】 

・ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した診断等の対面原則の緩和及び診療

報酬制度の適用（規制の特例措置） 

・特許権の存続期限の延長及び特許料の減免に係る規制緩和（規制の特

例措置）【再掲】 

・医療介護ロボット実用化加速のための評価基準策定に向けた実証（制

度提案） 

・未承認医療機器に関する仮承認制度の創設（制度提案） 

・医療機器の承認・認証基準等の策定に向けた実証（制度提案） 

・医工連携、産学医連携拡大を促進するための支援（財政上の支援措置） 

・実証用医療介護ロボットの購入費用等に対する支援（財政上の支援措

置） 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・搭乗型の移動支援ロボットの実証実験のための道路運送車両法及び道

路交通法の規制緩和（規制の特例措置） 

・介護保険の給付対象となる福祉用具の範囲と上限額（年額１０万円）

の拡大（規制の特例措置） 

・PMDA出張所の設置による優先相談・審査の実施（規制の特例措置）

【再掲】 

・高度医療に関する権限移譲（規制の特例措置）【再掲】 

・臨床開発に係る病床規制の手続簡素化（規制の特例措置） 

・臨床開発医療機関の施設・設備にかかる容積率の緩和（規制の特例措

置） 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 



・臨床研究等にかかる医薬品・医療機器の輸入に関する手続簡素化及び

ワンストップ相談窓口の創設（規制の特例措置・財政上の支援措置）

【再掲】 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

Ⅱ－（３） 

先端医療技術

（再生医療・細

胞治療等）の早

期実用化 

・ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴ機能の整備（制度提案）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・企業が事業部などの一部門を独立させて設立した別会社に対する企業

からの投資に対する法人税の減税（税制上の支援措置）【再掲】 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人研究者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人高度人材の就労条件の緩和（規制の特例措置）【再掲】 

・ヒト幹細胞を用いた臨床研究の実施の適否について、特区内に設ける

専門家会議が助言することができる仕組みの構築（制度提案） 

・ヒト幹細胞を用いた臨床研究に係る高度医療評価会議を特区内で実施

し安全性等を評価できる仕組みの構築（制度提案） 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・「再生医療の実用化加速のための評価基準」策定に係る妥当性の検証

（制度提案） 

・研究用原子炉（ＫＵＲ）を利用したホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ）

の高度医療（３項先進医療）認定（規制の特例措置） 

・研究用原子炉（ＫＵＲ）での臨床研究結果を活用した治験の簡略化（規

制の特例措置） 

・薬事承認を受けていない院内合成ＰＥＴ薬剤の譲渡許可（規制の特例

措置） 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 



・ＢＮＣＴ専門人材の国家資格化（人材育成支援を含む）（制度提案）

（財政上の支援措置） 

・ＢＮＣＴに係る臨床研究等促進のための環境整備（財政上の支援措置） 

・ＢＮＣＴに係る臨床研究等促進のための普及型加速器の設置（財政上

の支援措置） 

・ＢＮＣＴに係る臨床研究等促進のための研究用原子炉の改修（財政上

の支援措置） 

・一定の条件をクリアしたものについて臨床試験で得られるデータを治

験段階で活用することを認める制度の構築（規制の特例措置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・PMDA出張所の設置による優先相談・審査の実施（規制の特例措置）

【再掲】 

・高度医療に関する権限移譲（規制の特例措置）【再掲】 

・ヒト幹細胞を用いた臨床研究の実施に係る手続きの特例（規制の特例

措置）【再掲】 

・臨床開発に係る病床規制の手続簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・再生医療に係る企業への製造委託の容認（規制の特例措置） 

・臨床開発医療機関の施設・設備にかかる容積率の緩和（規制の特例措

置）【再掲】 

・臨床研究等にかかる医薬品・医療機器の輸入に関する手続簡素化及び

ワンストップ相談窓口の創設（規制の特例措置・財政上の支援措置）

【再掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措 

置）【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 



Ⅱ－（４） 

先制医療等の

実現に向けた

環境整備・研究

開発促進 

・ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴ機能の整備（制度提案）【再掲】 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・企業が事業部などの一部門を独立させて設立した別会社に対する企業

からの投資に対する法人税の減税（税制上の支援措置）【再掲】 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人研究者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人高度人材の就労条件の緩和（規制の特例措置）【再掲】 

・先制医療（健康科学）に関する評価機関の創設（制度提案） 

・健康増進に資する機能の科学的根拠を付与した食品、健康関連器具等

の製品効能の説明を可能にするための規制緩和（規制の特例措置） 

・バイタルデータを活用した照合・分析のための個人情報保護法等の適

用緩和（規制の特例措置） 

・採血を実施する場所の構造設備に関する条件の緩和（規制の特例措置） 

・医療・健康・介護のデータベース構築・活用モデル事業の実施（財政

上の支援措置） 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

・統合医療に係る保険外併用療養費制度の適用（規制の特例措置） 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 



Ⅱ－（５） 

イノベーショ

ン創出事業 

 

・公立大学法人の業務範囲の拡大に係る規制緩和（規制の特例措置） 

・特許権の存続期限の延長及び特許料の減免に係る規制緩和（規制の特

例措置）【再掲】 

・英語での法人設立登記申請書類の作成（規制の特例措置） 

・産学連携支援機関に対する寄附税制の適用の拡大（税制上の支援措置） 

・研究成果の展示に係る設備投資に対する研究開発税制の適用（税制上

の支援措置） 

・地区におけるバッテリーやスマートコミュニティ関連技術等の研究開

発や実証実験を円滑に進めるため、海外からの研究者等へ向けた情報

提供や交流、生活支援を行う地域限定ワンセグ放送が実施可能となる

規制緩和（規制の特例措置） 

・外国子会社配当益金不算入制度の海外支店への適用（税制上の支援措

置） 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国法事務弁護士事務所の法人化（規制の特例措置） 

・法人税法上の一般寄付金の損金算入限度額の拡大（税制上の支援措置） 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

Ⅱ－（６） 

パッケージ化

した医療イン

フラの提供 

 

 

・外国人医師等の臨床修練制度の修練期間の延長（規制の特例措置） 

・開発途上地域への国際展開を視野に入れた医療機器開発、研修に対す

る支援（財政上の支援措置） 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

Ⅱ－（７） 

国際的な医療

サービスと国

際交流の促進 

 

・海外の医師免許、看護師資格の日本での医療行為に関する規制緩和 

（規制の特例措置） 

・株式会社による病院経営を可能とするための規制緩和（規制の特例措

置） 

・保険診療と保険外診療の併用を可能とするための規制緩和（規制の特

例措置） 

○ 

 

○ 

 

○ 



Ⅱ－（８） 

高度専門病院

群を核とした

国際医療交流

による日本の

医療技術の発

信 

 

・臨床開発に係る病床規制の手続簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人医師等の臨床修練制度に関する権限移譲（規制の特例措置） 

・臨床開発医療機関の施設・設備にかかる容積率の緩和（規制の特例措

置）【再掲】 

・外国人医師等に対する医療機器トレーニングの実施（財政上の支援措

置） 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

Ⅱ－（９） 

世界 No1のバ

ッテリースー

パークラスタ

ーの中核拠点

の形成 

 

・バッテリー関連の規格・標準化の構築（制度提案）【再掲】 

・第三者認証制度の構築と認証機関としての位置づけ（制度提案）【再

掲】 

・近距離で２人以下の乗車を想定した自動車の種別の設定（制度提案） 

【再掲】 

・「バッテリー戦略研究センター」への運営支援（財政上の支援措置）

【再掲】 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 



Ⅱ－（10） 

湾岸部スマー

トコミュニテ

ィ実証による

パッケージ輸

出の促進 

 

・設備共用受電下における全量買取用太陽光発電電力を災害時に限り需

要家に融通できるよう制度の創設（緩和（制度提案） 

・超電導ケーブルの取扱に関する高圧ガスの管理に関する規制緩和（規

制の特例措置） 

・事業用電気工作物に係る環境影響評価の期間の短縮（規制の特例措置） 

・事業用太陽光発電設備での発電に係る全量固定買取制度の適正な買取

価格・買取期間の設定(制度提案) 

・先進的エネルギー技術の導入促進、エネルギー供給安定化のための支

援制度の拡充（財政上の特例措置） 

・新エネルギー導入加速化支援対策費補助金制度の改善（財政上の特例

措置） 

・超伝導を含む次世代電力ネットワーク構築に向けた支援（財政上の支

援措置） 

・公共下水道の排水施設への行為の制限の緩和（規制の特例措置） 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

Ⅱ－(11) 

けいはんな学

研都市での新

たな技術実証

による新技術

の確立と国際

市場の獲得 

 

・電気事業法の特例（規制の特例措置） 

・電気事業法施行規則の特例（規制の特例措置） 

・工場立地法施行規則の特例措置（規制の特例措置） 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・エネルギー需給構造改革推進税制の特例（税制上の支援措置） 

・試験研究費の総額に係る税額控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・研究・開発、技術実証に対する補助金・競争的資金による集中支援（財

政上の支援措置）【再掲】 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

Ⅱ－(12) 

次世代エネル

ギー・社会シス

テム実証事業

の成果の早期

実用化による

国際市場の獲

得 

・先端技術の権利化に係るスーパー早期審査制度の適用（規制の特例措

置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税額控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・実証事業期間中（H26年度まで）の補助金の確保（財政上の支援措置） 

 

○ 

 

○ 

 

○ 



Ⅱ－(13) 

事業性を確保

した運用によ

るスマートコ

ミュニティの

ビジネスモデ

ル構築 

・自営線の敷設・熱導管の埋設に係る道路占用許可（規制の特例措置） 

・熱供給導管の共同溝への入溝の容認（規制の特例措置） 

・蓄電池に貯めた再生可能エネルギー由来の電力の買取対象化（規制の

特例措置） 

・再生水の利用用途の拡大と配管設備の取り扱い緩和（規制の特例措置） 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

Ⅱ－(14) 

ＩＣＴをベー

スにしたバッ

テリー・エネル

ギー関連プロ

ジェクト創出

支援 

・複数の電力需要に効率的に対応するカセット型蓄電池・統合システム

の開発に向けた規制緩和（規制の特例措置） 

・「実証フィールド」で実証実験を実施するための規制緩和（規制の特

例措置） 

 

○ 

 

○ 

Ⅱ－(15) 

ＭＩＣＥ機能

強化と海外プ

ロモーション 

・国際コンベンション関係者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置） 

 

 

○ 

Ⅲ－（１） 

イノベーショ

ンを担う人材

育成・創出 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人研究者の出入国手続きの簡素化（規制の特例措置）【再掲】 

・外国人高度人材の就労条件の緩和（規制の特例措置）【再掲】 

・レギュラトリーサイエンス・医療技術評価に関する人材育成事業の実

施（財政上の支援措置） 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 



Ⅲ－（２） 

医療機器等事

業化促進プラ

ットフォーム

の構築 

 

・外国人研究者、技術者、経営者等及びその家族に対する在留規制の緩

和（規制の特例措置）【再掲】 

・進出組織・企業と国内企業との連携拡大を促進するための支援（財政

上の支援措置） 

・進出組織・企業の拠点設置に係る初期投資に対する支援（財政上の支

援措置） 

・進出企業が医療機器の製造販売業を開始する際の許認可条件の緩和

（規制の特例措置） 

・再生医療・医療機器等研究開発ファンドの創設（財政上の支援措置） 

・研究機関・医療機関等への寄付に対する課税の特例（税制上の支援措

置）（税制上の支援措置）【再掲】 

・法人税及び登録免許税の免除（税制上の支援措置）【再掲】 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・事業所内保育施設設置・運営費等助成対象の拡充（財政上の支援措置）

【再掲】 

・日本政策金融公庫による地域活性化・雇用促進資金の貸付対象拡充（金

融上の支援措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区設備等投資促進税制（税制上の特例措置）【再掲】 

・国際戦略総合特区事業環境整備税制（税制上の特例措置）【再掲】 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

Ⅲ－（３） 

医療機器・新エ

ネルギー分野

等でのものづ

くり中小企業

の参入促進 

・試験研究費の総額に係る税控除制度の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

・ベンチャー企業への投資に対する課税の特例（税制上の支援措置） 

【再掲】 

○ 

 

○ 

Ⅲ－（４） 

医薬品・医療機

器等の輸出入

手続きの電子

化・簡素化 

 

 

・薬監証明の電子化、簡素化のための医薬品等輸入監視要領の緩和（規

制の特例措置） 

・製造販売（製造）用医薬品等輸入届の電子化、簡素化のための薬事法

施行規則の緩和（規制の特例措置） 

・輸出用医薬品等製造・輸入届の電子化、簡素化のための薬事法施行規

則の緩和（規制の特例措置） 

○ 

 

○ 

 

○ 



Ⅲ－（６） 

国際物流事業

者誘致による

アジア拠点の

形成 

・国際中継貨物に対する動物検疫、植物検疫の簡略化（規制の特例措置） 

・アジア拠点化立地推進事業の弾力的な運用（財政上の支援措置） 

 

○ 

○ 

Ⅲ－（７） 

国内コンテナ

貨物の集荷機

能の強化 

Ⅲ－（８） 

港湾コストの

低減 

Ⅲ－（９） 

民の視点から

の港湾経営の

実現 

Ⅲ－（10） 

先端産業、物流

関連企業等の

立地促進によ

る創荷 

・当該区域において離着岸する民間事業者が実施するフィーダー輸送に

おける外航船と内航船の競争条件を同一にするための改正省エネ法

の見直しに係る特例措置（規制の特例措置） 

・当該区域において離着岸する民間事業者が実施する内航フィーダー船

による輸送について消席率向上のための国内貨物積載コンテナに関

する手続き簡素化と積載重量の見直し（規制の特例措置） 

・当該区域において離着岸する民間事業者が運航する内航フィーダー船

における免税油の使用（税制上の支援措置） 

・当該区域において離着岸する内航フィーダー船の大型船建造補助及び

無利子貸付（財政上の支援措置） 

・当該区域において離着岸する民間事業者による内航フィーダー船の新

造・買取に対する暫定措置事業の廃止（金融上の支援措置） 

・当該区域を発着するコンテナ貨物の増加に寄与するインランドポート

へ進出する物流事業者に対する法人税減額（税制上の支援措置） 

・当該区域を発着するコンテナ貨物の増加に寄与するインランドポート

施設整備に対する補助と事業立ち上り支援（財政上の支援措置） 

・埠頭（株）所有の既設コンテナターミナルの公設民営化（財政上の支

援措置） 

・埠頭（株）が整備する荷役機械（ガントリークレーン、テナー）に対

する補助（財政上の支援措置） 

・国からの埠頭群の行政財産の貸付料について無償化叉は低廉化（金融

上の支援措置） 

・埠頭(株)が実施する上物、荷役機械等整備資金の国からの直接貸し付

け（その他の支援措置） 

・埠頭(株)の財産を処分する上での法人税免除（税制上の支援措置） 

・ロジスティック用地・産業用地の低廉化のための埋立事業の起債償還

年限の延長（規制の特例措置） 

・埋立地の土地利用変更に要する法手続きの簡素化（規制の特例措置） 

・新たに立地する先端産業、物流関連企業等に対する税制上の支援（税

制上の支援措置） 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 



※ 新たに提案したものに加え、総合特別区域基本方針第５「総合特別区域における産業の国際競争

力の強化及び地域の活性化の推進に関し政府が講ずべき措置についての計画」に記載されているも

のについても、記載してください。 

※ なお、新たに提案したものについては、「新たな提案」の欄に「○」を記載してください。 


